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概 要 高齢化、後継者不足が進行する農村地域の農地保全に期待される生産組織の受託作業の効率化に
関するGIS処理を行った。農家意向調査により作業受託農地を推計し、圃場面積から既往成果を援用し圃場
内作業時間を、同組合作業工程表に依拠した圃場作業順により移動時間を推定した。その結果、相対的に
区画面積の大きな平場地区への集中、飛地区画の例外的対処、畦抜(仮畦畔除去)の有効性を、作業効率面
から事例実証的に明らかにした。

はじめに これまでに、標題地区の集落営農組織であるＭ生産組合を事例に調査を行い、圃場整

備面積率、高齢農家率、専業農家率の高い農業集落では同組合への作業委託が多く、生産組織づ

くりが労働力を確保、補強し、同組合が谷地田等の耕作放棄発生抑制に寄与し農地の維持管理機

能を持つことを示した 1),2)。この機能の持続には、同組合は各農家の高齢化に伴う作業受託面積

増に対応する必要がある。そこで、本報では農家意向調査をもとに将来の作業受託農地と作業量

を予測し、作業受託面積増に伴う作業効率(単位時間当り作業面積)の変化を検討する。

農家意向調査 将来の作業受託農地面積把握のために、営農継続年数意向、営農状況等調査し

た。整備済み農地をもつ農家を対象に調査票を配布回収した(84件、07年9月13日～30日)。回収

率は73.8％(62件)である。継続意向年数は、５年以内(14 人)、５年以上(10 人)、10 年以上(14
人)、15年以上(19人)、無回答(５人)であった。
圃場内作業時間の算定 既往研究 3),4)をもとに、作業量に関わる圃場条件を、①区画規模、②圃

場までの通作距離、③圃場間位置関係として、区画面積に応じた圃場内作業時間を推計する(長

短辺比等の圃場形状は考慮しない)。ここでの作業時間推計は田植作業のみを対象とする。な

お、代かき作業はオペレーターや圃場規模・形状等により作業方法が違い(長辺方向に折返す、

渦巻状に行う等の方法があり重複作業も異なる)、実作業時間と算定時間の齟齬が大きい。

有効作業効率(圃場内作業時間に占める実作業割合)を (％)とすると、既往研究 3)より圃場

内作業時間 (分)は式(1)、田植作業の は式(2)となる。

…(1) …(2)

ただし、 ：圃場実作業面積(a)， ：有効作業幅(m)， ：有効作業速度(m/s)。

田植作業は乗用施肥田植機５条と

し、その耕幅、直進作業速度、圃場

間移動速度は文献 4)による。同組合

の田植作業では、区画面積24a、31a

の圃場に関し実際の圃場内作業時間

は約３時間とのことで、試算結果

(表１)は各々1.5h、２hを示し、こ

の値とオーダー的に整合し、算定方

法の妥当性を示すと考える。

圃場間移動時間等 移動距離は農機倉庫を基点とする作業圃場往復と圃場間移動の合計距離とし

た。田植機の移動は自走による。表２に19年度田植作業工程表を示す。実際の作業工程(表２)で

は、オペレーター１人の日作業面積は最大15,000㎡、日最大作業時間は田植機６条を含む試算値

で 645分となり、これらの値の範囲内で作業圃場を割当てる。
作業効率の今後の変化 農家意向に従い離農後の農地は作業委託されるとして、将来の作業受託

面積を推計する。作業受託面積増に伴い圃場間距離が短縮され移動時間減少による作業効率向上

を予想したが、各年次別の作業時間、作業効率の推計結果(表３)では、作業効率は 24 年度は向
上するが、29 年度、34 年度には低下した。これは、所有者別に細分され区画狭小のものや飛地
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表１ 機械の諸元と圃場内作業時間の試算結果



の農地が含むためであった。そこで受託農地条件別に作業効率を推計した(表４)。

受託農地条件別の推計

①飛地除外 29 年度と 34 年度で飛
地による移動距離増が抑制され、移

動時間減少により、僅かだが作業効

率が向上する。

②受託農地の集中 34 年度受託面積
相当の農地を地域的に集中させ、移

動距離短縮による作業効率を推計し

た(農地転用が困難な施設栽培とレ

ンコン栽培の農地は除外)。平場集

中と谷地集中(上流側谷間の耕作放

棄地発生抑制)で推計した結果、前

者では作業効率は3. 5％向上する

が、後者では-3.9％低下する。

③畦抜(作業単位の拡大) 34 年度受
託農地で畦抜するが、標準区画の 30
aに近似させる。現状区画との比較

では作業効率が4.4％向上し、平場

集中でかつ畦抜の場合は作業効率が

10.5 ％向上し最も作業効率が上がる。
おわりに 19年度田植作業受託農地は

区画規模は大きく作業効率も良い。今

後の離農意向農家の圃場は比較的小規

模で、飛地的にそのような農地が委託

される場合には、作業効率低下が予想

される。これを回避し、Ｍ地区での作

業効率向上には受託農地の

集中化(平場での集団化)と

規模拡大(畦抜)が有効であ

ることを田植作業効率を指

標に試算により実証的に示

した。Ｍ地区の現状耕区が

所有者別仮畦畔で仕切られ

作業面積が小さく、仮畦畔

除去による作業効率向上が

当面の対策として提言でき

る。本報の試算は農地デー

タベースを基礎とした。農地GIS整備が美土里ネットを現場主体に進められている。農地管理の

みならず、生産現場主体が計画的農地利用の試行手段(シミュレーション・ツール)として利活用

できる状況の実現が農地GIS活用面で望まれる。
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名が代役を行い，計４人であった． 2)試算に際して，田植機が６条の
部分は直進作業速度，移動速度は５条と同じで，耕幅のみ 1.8mとした．
また，直播きについては５条機械による作業での時間を算出した． 3)オ
ペレーター，補助員の同記号は同一人物である．普通，Ｍ生産組合の田

植作業ではオペレーター１人に補助員１人がつく．
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表２ 19年度Ｍ生産組合田植作業工程表と試算値
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表３ 生産組合受託農地の増加に伴う作業効率の変化

10.515.30684526425.9265811745.78平場集中畦抜

4.414.46726742441.6668431750.94H34で畦抜

-3.913.31786943242.3974371745.18谷地集中

3.514.34730526525.9570401745.78平場集中

0.513.92743338137.3870521723.95H34(飛地除外)

1.114.00719735134.5268461678.98H29(飛地除外)

―13.85758741240.5671751750.94H34

表４ 受託農地条件の違いによる作業効率の相違
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